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公
的
年
金
受
給
者
の
皆
さ
ん
が
住
民
税
を
納
め
て
い
た
だ
く
際
の
利
便
性
の
向
上
を
図
る
こ

と
を
目
的
と
し
て
、
公
的
年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
る
方
で
条
件
に
該
当
さ
れ
る
場
合
は
、
今
ま

で
口
座
振
替
や
納
付
書
で
納
税
し
て
い
た
公
的
年
金
に
か
か
る
個
人
住
民
税
が
、
平
成
　
年
　

２１

１０

月
か
ら
支
給
さ
れ
る
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　
公
的
年
金
等
に
か
か
る
個
人
住

民
税
の
納
税
義
務
者
の
う
ち
、
特

別
徴
収
す
る
年
度
の
初
日
（
４
月

１
日
）
現
在
で
、
国
民
年
金
法
に

基
づ
く
老
齢
基
礎
年
金
等
の
支
払

い
を
受
け
て
い
る
　
歳
以
上
の
方

６５

▼
老
齢
基
礎
年
金
等
の
給
付
額
が

　
年
間
　
万
円
未
満
の
方

１８

▼
当
該
年
度
の
特
別
徴
収
税
額
が

　
年
金
給
付
の
年
額
を
超
え
る
方

▼
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年

　
の
１
月
１
日
以
後
引
き
続
き
当

　
該
市
区
町
村
に
住
所
が
な
い
方

▼
当
該
市
区
町
村
の
行
う
介
護
保

　
険
料
の
特
別
徴
収
対
象
被
保
険

　
者
で
な
い
方

　
公
的
年
金
等
に
か
か
る
所
得
に

対
す
る
個
人
住
民
税
の
所
得
割
額

と
均
等
割
額
の
合
計
額

※
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
給
与

　
所
得
が
別
に
あ
る
場
合
は
、
均

　
等
割
額
は
給
与
か
ら
特
別
徴
収

　
さ
れ
ま
す
。

特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
方

革
　
歳
以
上
の
老
齢
基
礎
年

６５
　
金
等
の
受
給
者

特
別
徴
収
の
対
象
に
な
ら
な
い
方

特
別
徴
収
の
対
象
に
な
る
税
額

革
年
金
所
得
分
の
所
得
割
額

　
と
均
等
割
額

特
別
徴
収
の
対
象
に
な
る
年
金

革
老
齢
基
礎
年
金
、
老
齢
厚
生

　
年
金
、
退
職
共
済
年
金
等

①
上
半
期
の
年
金
支
給
月
（
４
月
、

　
６
月
、
８
月
）
ご
と
に
前
年
の

　
下
半
期
の
特
別
徴
収
額
の
３
分

　
の
１
を
仮
徴
収
し
ま
す
。

②
下
半
期
の
年
金
支
給
月
（
　
月
、

１０

　
　
月
、
２
月
）
ご
と
に
年
税
額

１２
　
か
ら
当
該
年
度
の
上
半
期
の
特

　
別
徴
収
額
を
差
し
引
い
た
額
の

　
３
分
の
１
を
本
徴
収
し
ま
す
。

※
特
別
徴
収
を
開
始
す
る
年
度
ま

た
は
新
た
に
対
象
と
な
っ
た
年
度

は
、
上
半
期
分
を
普
通
徴
収
に
よ

り
、
下
半
期
分
を
特
別
徴
収
に
よ

り
納
め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

※
下
表
を
参
照
く
だ
さ
い
。

徴
収
方
法

問

市
役
所
税
務
課
市
民
税
係

（
緯
６
６
２
倆
３
１
６
４
）

★特別徴収を開始する年度の徴収方法

特別徴収普通徴収徴収方法

下半期上半期期　別

２月１２月１０月８月６月年金支給月

年税額の６分の１ずつ年税額の４分の１ずつ徴収税額

※上半期は、年税額の４分の１ずつを６月、８

　月に普通徴収で納付し、下半期は、年税額か

　ら普通徴収した額を差し引いた額を、１０月、

　１２月、２月の老齢基礎年金等の支給月ごとに

　当該年金支払額から特別徴収します。

★通常年度の徴収方法（特別徴収）

下半期（本徴収）上半期（仮徴収）期　別

２月１２月１０月８月６月４月年金支給月

年税額から仮徴収した額を控除した額
の３分の１ずつ
※それぞれの月に納付いただきます。

前年の下半期分の額の３分の１ずつ
※それぞれの月に納付いただきます。

徴収税額

※上半期（４月、６月、８月）は、前年の下半期の特別徴収額の３分の１ずつを仮徴収し、下半期（１０　

　月、１２月、２月）は、その年の年税額から仮徴収した額を差し引いた額の３分の１ずつを老齢基礎年

　金等の支給月ごとに当該年金支払額から本徴収します。

個人住民税の公的年金からの特別徴収制度について現在決定されている内容は

以上です。

平
成
　
年
　
月
～

２１

１０

個
人
住
民
税
の
公
的
年
金
か
ら
の
特
別
徴
収
制
度
が
始
ま
り
ま
す
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納
期
限
を
過
ぎ
て
市
税
を
納
付

さ
れ
た
場
合
は
、
期
限
ま
で
に
納

め
た
方
と
の
公
平
性
を
保
つ
た
め

に
「
延
滞
金
」
を
納
め
て
い
た
だ

く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
延
滞
金
の
額
は
地
方
税
法
に

よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
お
り
、
年
率

　
・
６
％
と
非
常
に
高
金
利
で
す
。

１４（
た
だ
し
、
納
期
限
後
１
カ
月
間

は
特
例
基
準
割
合
と
７
・
３
％
の

ど
ち
ら
か
低
い
方
の
率
と
な
り
、

平
成
　
年
中
は
４
・
７
％
で
し
た
）

２０

　
市
税
は
定
め
ら
れ
た
納
期
限
ま

で
に
自
主
的
に
納
め
て
い
た
だ
く

の
が
本
来
の
姿
で
す
。

　
養
父
市
で
は
自
主
納
税
を
推
進

し
て
い
ま
す
。
市
税
を
滞
納
さ
れ

る
と
、
督
促
状
や
催
告
書
を
作
成

し
て
郵
送
し
た
り
、
戸
別
訪
問
や

財
産
調
査
、
さ
ら
に
は
滞
納
処
分

（
捜
索
・
差
し
押
さ
え
等
）
に
多

大
な
費
用
を
要
し
ま
す
。

　
こ
れ
は
養
父
市
に
と
っ
て
大
き

な
損
失
で
す
。
納
期
内
に
自
主
納

付
し
て
い
た
だ
く
こ
と
で
、
こ
れ

ら
の
費
用
を
削
減
す
る
こ
と
が
で

き
、
貴
重
な
税
金
を
も
っ
と
有
効

に
使
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
市
税
を
定
め
ら
れ
た
納
期
限
ま

で
に
納
め
な
い
こ
と
を
「
滞
納
」

と
い
い
ま
す

　
滞
納
を
さ
れ
る
と
、
さ
ま
ざ
ま

な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
な

く
な
る
場
合
が
あ
る
だ
け
で
な
く
、

督
促
手
数
料
や
延
滞
金
を
納
め
て

い
た
だ
か
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　
ま
た
、
滞
納
処
分
に
着
手
す
る

と
、
土
地
や
建
物
な
ど
の
不
動
産

調
査
、
自
動
車
な
ど
の
動
産
調
査
、

預
貯
金
や
保
険
の
調
査
、
勤
務
先

へ
の
給
与
照
会
な
ど
を
行
っ
て
財

産
を
発
見
し
た
場
合
は
差
し
押
さ

え
て
換
価
し
、
滞
納
市
税
へ
充
当

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
督
促
状
１
通
に
つ
き
１
０
０
円

を
納
め
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　
納
期
限
ま
で
に
市
税
を
納
め
て

い
た
だ
け
な
い
場
合
、
期
限
後
　２０

日
以
内
に
督
促
状
を
送
付
し
、
納

付
の
督
促
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の

督
促
状
発
送
以
後
、
１
通
に
つ
き

１
０
０
円
の
督
促
手
数
料
を
納
め

て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

滞
納
と
は
？

督
促
手
数
料
と
は
？

延
滞
金
と
は
？

問

市
役
所
税
務
課
収
納
係

（
緯
６
６
２
倆
３
１
６
４
）

【
計
算
例
】

◆
平
成
　
年
度
市
県
民
税
第
１
期

２０

　
分
３
万
円
（
平
成
　
年
６
月
　

２０

３０

　
日
納
期
限
）
を
平
成
　
年
　
月

２０

１２

　
　
日
に
納
付
し
た
場
合

２５
①
納
期
限
後
１
カ
月
以
内

３
万
円
×
４
・
７
％
×
　
／
３
６

３１

５
日
＝
１
１
９
円

②
納
期
限
後
１
カ
月
～

３
万
円
×
　
・
６
％
×
１
４
７
／

１４

３
６
５
日
＝
１
，
７
６
４
円

◎
延
滞
金
は
、
①
と
②
の
合
計
１
，

８
０
０
円
と
な
り
ま
す
。

※
滞
納
税
額
の
１
０
０
円
未
満
お

よ
び
算
出
し
た
延
滞
金
額
の
１
０

０
円
未
満
は
切
り
捨
て
ま
す
。

期限期限はは

　会社や個人が事業のために用いて

いる構築物、機械、装置、工具等の

償却資産は、地方税法の規定により

毎年１月１日現在の状況（資産の種

類、数量、取得年月等）を１月末

（休日のため本年は２月２日）まで

に市役所へ申告していただくことに

なっており、これに基づいて固定資

産税が課税されます。昨年度も申告

されている方へは、すでに申告書類

を送付しています。また、新たに申

告をされる場合は、市役所税務課固

定資産税係へご連絡ください。

　なお、平成２０年度の税制改正によ

り、平成２１年度の申告から申告様式、

一部の償却資産の耐用年数が変更さ

れていますのでご注意ください。

【お問い合わせ】

　市役所税務課固定資産税係

　（緯６６２崖３１６４）

◆平成２１年度償却資産の
　申告

　平成２０年中に次のいずれかを支

払った方は、給与所得の源泉徴収票

等の法定調書合計表を提出していた

だくことになります。

①給与等

②退職手当等

③報酬

④不動産の使用料等

⑤不動産等の譲り受けの対価

⑥不動産売買等のあっせん手数料

　また、国税電子申告・納税システ

ム（e － Tax）を利用すると、自宅や

オフィスからインターネットを通じ

て法定調書等を税務署に提出するこ

とができます。

【お問い合わせ】

　和田山税務署個人課税部門

　（緯６７２崖３１７１）

◆法定調書合計表の提出

２２月月２２日日！！ 期
限
を
過
ぎ
た
納
税
に
は
延
滞
金
が
か
か
り
ま
す




